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1

第1章 序論

1.1 研究背景
低消費電力かつ低廉な無線通信モジュールの普及により，今日，無線通信を利
用する通信装置が種類を問わず幅広く利用されるようになった．
第一に，無線通信装置の普及に伴い，配置や配線等の制約が少ないという特徴
を生かした無線大規模ネットワークの応用として，センサネットワークが，環境
観測，産業，移動体測位，スマートグリッド等様々な分野で構築され活用されて
いる．センサネットワークを構築する上でとりわけ重要な要素の一つが，センサ
が取得する情報と併せて記録される時刻情報である．種々のセンサが取得した情
報の突合せや周波数解析等に正確な時刻情報が必要とされるためである．この正
確な時刻情報取得のために，ネットワーク内におけるノード間の時刻同期を行う
手法が提案されている．
情報通信量や要求される時刻同期精度は応用先により異なる．例えば，気温や
湿度，日照等の気象情報の計測であれば，情報量も比較的小さく，要求される時
刻同期精度は秒オーダである．一方，建築物の振動計測では高サンプリングレー
ト，多計測ノードという条件に加えマイクロ秒オーダの時刻同期精度が要求され
る．さらに，工場プラント等の振動分析や，回転体測定などにおいてはさらに高
い時刻同期精度が要求される場合もある．
第二に，無線通信モジュールの普及のもう一つの側面として，世帯が保有するス
マートフォンやタブレット端末などの移動端末の保有数の著しい増加が挙げられ
る [1]．無線ローカルネットワークを構築する上では，代表的な規格の一つである
IEEE 802.11が規模や用途を問わず広く用いられている．無線端末数の増加や，そ
れに伴うデータトラヒックの増加に対応するため，無線通信資源を有効利用する
ための技術への要求が高まっている．無線通信規格 IEEE 802.11acでは，APから
ユーザへデータを送信するダウンリンク通信において，複数ユーザへの同時通信
を可能としたダウンリンクマルチユーザ方式が標準化された．さらに，最新の無
線 LAN規格である IEEE 802.11ax/HEW（HEW：High Efficiency Wireless）では，
より高密度な環境を想定した無線通信技術の標準化が進められており，ユーザか
らAPへデータを送信するアップリンク通信において，複数ユーザへの同時送信を
可能とするアップリンクマルチユーザ技術が採択されている．一方，稠密環境下
では，アクセスポイント (AP)の数は無線通信端末 (STA)の数と比較して少ない場
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合が多い．したがって，数少ないAPに対して，多数の STAが一斉にアップリン
クやダウンリンクの通信を要求することにより，ダウンリンクでは通信容量不足
が原因で，アップリンクでは通信の衝突が頻繁に発生することで，通信が完了す
るのに要する時刻が長くなる問題が発生する．この問題に対応するため，通信速
度および応答時間を改善することを目的として，同一周波数において同時に送受
信を行う，無線における全二重通信に関する研究が行われている．全二重無線通
信システム実装の大きな課題の一つは，自己干渉の抑制である．全二重無線通信
は同じ端末が送信と受信を同一時刻，同一周波数で行うため，自身が送信した信
号を，自身の受信アンテナで受信してしまう．この現象は自己干渉とよばれてお
り，自己干渉よりも非常に小さな電力で受信する他端末からの所望信号のデコー
ドを妨げる要因となるため，自己干渉のキャンセルは必須である．加えて，最終
的な自己干渉の電力レベルはノイズフロア程度になるまでキャンセルすることが
要求され，その値は 110 dBと非常に高く，全二重無線通信の実現を困難なものと
している．
また，現在さらなる高速化高効率化を目標に技術開発および標準化が進められて
いる IEEE 802.11be/EHT（EHT：Extreme High Throughput）において，複数APを
協調させダウンリンク通信を行う協調MIMOに関する検討が進められている．全
二重無線通信のための自己干渉抑制に用いられる主な既存手法は，アンテナ干渉
キャンセル，RF干渉キャンセル，ディジタルベースバンド干渉キャンセル（ディ
ジタル干渉キャンセル）などのハードウェア的アプローチが主流である．このう
ち，アンテナ干渉キャンセルは，送受信アンテナを 1本しかもたない SISOシステ
ムにおいては当該アンテナに対しサーキュレータ等の送受信アイソレータを適用
することで容易に実現可能であるが，現在すでに広く利用されているMIMOシス
テムにおいては，各アンテナの相互アイソレーションを確保することが困難であ
る．全二重無線通信のための自己干渉抑制の一技術として，近年，移動通信や無
線LANサービスで実用化されているMIMO技術に関して，複数の基地局あるいは
AP間で連携しながら通信を行う協調MIMO技術を適用した空間分割によるヌル
ビームフォーミングが注目されている．協調MIMO技術におけるダウンストリー
ム信号送信方式には複数の種類が存在するが，どの方式においても基地局間の時
刻同期は送信タイミングスケジューリングのための必須要素である．
したがって，現在，大規模センサネットワークや協調MIMOシステムなど幅広
い分野において高精度な時刻同期が必要とされているといえる．図 1.1は各応用分
野において要求される時刻同期精度を表している．
時刻同期は大別して次のように分類できる．一つは，NTP (Network Time Protocol)
ブロードキャストモードに代表される，マスタノード（以下マスタ）が自身の時
刻タイムスタンプを送信し，各スレーブノード（以下スレーブ）がそのタイムス
タンプにローカルクロックを同期する方法（送信時刻型 [2]）である．もう一つは，
IEEE 1588 PTP (Precision Time Protocol)に代表される，マスタ・スレーブ間におい



1.1. 研究背景 3

Required

accuracy

Application

Multimedia�
�4K/8K Video recording

�Multimedia broadcasting

Smart city�
�Smart grid

�IoT sensor data analysis

�Big data analysis

Indoor positioning�
�ToF ranging

�CSI sensing
Finance �

�MiFID 2 �Fintech

�AI analystics

Cooperative MIMO�

LTE-A�

�CoMP

�TD-LTE

Sensing
Communication

図 1.1: 時刻同期の応用先と要求精度

て送受信時刻情報をやりとりし，伝搬遅延等の影響を除去してより高精度な同期
を実現する方法（送受信時刻型 [3,4]）である．最後は，RBS (Reference Broadcast
Synchronization)として知られる，マスタ・スレーブの受信時刻情報から，マスタ・
スレーブ間の時刻オフセットを推定する方法（受信時刻型 [5,6]）である．ここで，
送信時刻型および送受信時刻型の時刻同期には，高精度な同期を行う上でマスタ
に専用のサーバを用意する必要がある．また，送受信時刻型および受信時刻型に
おいては，各ノード間においてタイムスタンプ情報をやりとりするための通信が
必要となり，センサネットワーク等の膨大なノードが参加するネットワークにお
いてはトラヒック量増大が問題となる．センサネットワークにおいては，ノード
の消費電力に係る要因として無線信号送受信処理が特に問題となるため，トラヒッ
ク・通信量の抑制が重要となる．さらに，独立した発振器をもつノード間にはク
ロック周波数のずれやその変動が生じるため，時刻同期においてはこの周波数オ
フセットに追従しなけらばならない．
本論文では，第一の課題に対応するため，各ノード内においてタイムスタンプ
情報の平均化処理を実行し時刻オフセットを推定することで，通信量を削減しつ
つ，ソフトウェア処理による高精度な時刻同期を実現できることを示す．
さらに，第二の課題に対応するため，同期ネットワークの活用例である協調MIMO
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システムにおける全二重無線通信の自己干渉抑制について，複数アンテナを利用
するMIMOシステムに対する適用が困難であるアンテナ干渉キャンセラの，ヌル
ビームフォーミングによる代替可能性について既存システムへの適用手法と共に
評価する．
以下は本論文の構成である．１章では本論文における目的と位置づけについて
述べる．２章では無線 LANネットワークにおける時刻同期の背景と既存手法の課
題点等について述べる．３章では，２章既存手法の課題を受け，通信量削減手法
についての提案と，その計算機シミュレーションおよび実機実験結果について示
す．４章では高精度時刻同期の一応用である，協調MIMO技術とそれを利用した
IEEE 802.11における全二重無線通信のための自己干渉抑制技術の原理について述
べ，３章で得られた時刻同期精度を基に自己干渉抑制量の評価と検討を行う．５
章では，本論文の総括として，本論文で得られた結果をまとめた上で今後の課題
等を検討する．図 1.2は本論文の構成である．
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図 1.2: 各章の相互関係
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第2章 無線ネットワークにおける時
刻同期

2.1 既存時刻同期手法と課題点
ノード間の時刻同期による正確な時刻情報は，センサデータによる情報分析・解
析のために極めて重要である．分散するセンサノードから収集したセンサデータ
群を関連付けるために，時刻情報が用いられるからである．センシングには，計
測ノードを分散して配置する必要があることから，ノード間は無線ネットワーク
による接続が適しているが，ノード間の時刻情報を正確にあわせることが難しい
という課題がある．近年注目を集めているスマートシティにおけるセンシング分
野や，映像分野においてはサブマイクロ秒の時刻同期精度が要求されている．本
論文では，IEEE 802.11ネットワーク上での屋内環境等におけるセンシングを見据
えて，サブマイクロ秒オーダのノード間時刻同期をソフトウェア処理により実現
することを目標とする．既存手法 [6]の同期システムのように，マスタクロック
の再現などによる高精度化を図るためには，図 2.1に示す通り，各スレーブがも
つ発振器に対するフィードバック等のハードウェアアプローチによる制御が必要
となる．一方，RBS(Reference Broadcast Synchronization)やRSP (Ratio-based Time
Synchronization Protocol)として，時刻情報（タイムスタンプ情報）から時刻オフ
セットを推定することで，ソフトウェアのみを用いることも可能な時刻同期手法
が提案されている．本論文における提案手法も，タイムスタンプ情報により時刻
オフセットや周波数オフセットを推定・補正する方式により，図 2.1中の VCXO
制御等に係るハードウェアを図 2.2のように不要としている．タイムスタンプ情報
を用いる時刻同期は図 2.3の送信時刻型，図 2.4の送受信時刻型，図 2.5の受信時
刻型に大別される．ネットワーク内における時刻同期機能は，ネットワーク規模，
アプリケーション領域に応じて種々の方法が提案，利用されてきた．IEEE 802.11
等の無線ネットワークの普及を受けて，無線通信環境下における高精度時刻同期
手法の開発も盛んに行われている．特に，衛星信号の到達が困難である屋内環境
においては，現在すでに広く普及している IEEE 802.11を用いた時刻同期はコス
ト面・実装容易性において極めて有効である．無線ネットワーク環境下における
時刻同期のための PTPの適用について，種々の提案がなされている [7–9]が，一
般に高精度な同期を行う場合には特殊なハードウェアやミドルウェアが送信側受
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信側共に要求される．また，タイムスタンプ情報を用いる同期方法は，図 2.6に示
すように，各レイヤで受ける処理ジッタによる送信・受信時刻情報の精度悪化や，
伝播遅延の変動，特に無線通信において狭帯域の信号を使用する場合に顕著にあ
らわれる受信時刻情報の誤差等の影響を受け，同期精度が悪化する場合がある．

Frontend PHY

Oscillator

controller

Wi-Fi module

VCXO

Clock

Estimated clock offset

Control

HW part

SW part

MAC

CPU

Offset

estimator

図 2.1: ハードウェアアプローチによるクロック制御

Frontend PHY

Wi-Fi module

SW part

MAC

CPU

Offset

estimator

図 2.2: ソフトウェア処理のみによる時刻オフセット推定
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Sync. Sync. Sync.

図 2.3: 送信時刻型

Master

Slave 1

Slave 2

Sync.

Follow

up

Delay

req.

Delay

resp.

Delay

resp.

Delay

req.

図 2.4: 送受信時刻型（遅延測定型）
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図 2.5: 受信時刻型



2.1. 既存時刻同期手法と課題点 8

PHY

MAC

Driver

Network

Application

Jitter

PHY

MAC

Driver

Network

Application
Processing 

delay jitter

Propagation 

delay

Receive 

timestamping 

error

Processing 

delay jitter

Tx Rx

図 2.6: 同期精度に関わる要因



2.1. 既存時刻同期手法と課題点 9

2.1.1 従来手法：RBS (Reference Broadcast Synchronization)

無線ネットワークでは，媒体アクセス制御層でのCSMA/CA機構による送信時刻
の不確定な遅延が発生したり，図 2.6中送信機側ジッタによって，送信時刻情報の
誤差が生じたりするため，RBS(Reference Broadcast Synchronization)と呼ばれる送
信時刻情報の不確実性を排除する受信ノード間時刻同期手法が提案されている [5]．
図2.7はRBSによる時刻同期の概念図である．ここでは，APが参照信号送信者とし
てふるまい，マスタおよび各スレーブは，IDとしてのTSF (Timing Synchronization
Function)と，その受信時刻を記録してゆく．次に，マスタは記録した TSFと受信
時刻のテーブルを各スレーブに送信し，スレーブは TSFをキーとして各パケット
のマスタと自身における受信時刻を比較することで，マスタと自身の時刻オフセッ
トを推定する．ここで，TSFは受信時刻情報突合せのために用いられるのみであ
り，時刻同期に係る時刻情報としては機能しない．しかし，従来手法のRBSにお
いては，少なくとも，マスタの全受信時刻情報を，全スレーブに送信する必要が
あり，大量の情報通信が必要となる点が課題である．
それぞれ独立したクロックを備えるノード間には，発振器が生成する周波数のず
れが存在する．特に発振器として広く用いられている水晶発振器においては，外乱
により発振周波数ずれ量自体も変動する．このため，全ノードのクロックの同期状
態を長期にわたり保持することは難しく，定期的なノード間同期を実行する必要
がある．このクロックドリフトによる経時的な時刻ずれに対応するため，マスタと
各スレーブはそれぞれ定期的な時刻同期が必要であるが，スレーブ数をNu，同期
処理をNc回行うとすると，PTPおよびRBSにおいて，それぞれ (2Nu + 2)×Nc，
2×Nc回の通信が必要となる．

表 2.1: 時刻同期プロトコルの特徴

従来手法 通信量（回数） 精度 その他
PTP
[7–9]

(2Nu + 2)×Nc
伝搬遅延を推定
できるため高精度

マスタと全スレーブ
間で通信が必要

RBS
[5]

2×Nc

受信時刻情報精度
のみに依存する
ため高精度

マスタの全受信
時刻情報が必要

RSP
[10]

Nc + 1
伝搬遅延等の影響
を受けるため低い

伝搬遅延の他
送信時刻情報の
精度にも依存
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AP

Master

Slave1

Slave2

Slave4

Slave3

TSF ToA@Master TSF ToA@Slave4

Master

Slave1

Slave2

Slave4

Slave3

AP

TSF ToA@Slave4 ToA@Master

図 2.7: RBSによる時刻同期（時刻オフセット推定）

2.1.2 従来手法：RSP (Ratio-based Time Synchronization Protocol)

PTPおよび RBSについての通信量増大の課題を解決するため，信号送信時刻・
受信時刻増分比を用いる時刻同期手法が，RSP (Ratio-based Time Synchronization
Protocol)として提案されている [10]．図 2.8は RSPによる時刻同期の概念図であ
る．図 2.9のようにスレーブは，マスタが送信する信号の送信時刻情報と，その受
信時刻を二点記録し，各時刻の増分より，マスタスレーブ間におけるクロック周波
数オフセットと，初期定数オフセットを推定することで，マスタへの時刻同期を
行う．従来手法のRSPにおいては，図 2.6左部の送信機側時刻に同期を行うため，
送信時刻情報と実際の信号送信時刻に誤差があれば時刻同期精度にも上記誤差に
よる精度悪化が生じる．そのため，RSP時刻同期においては，送受信機共に高精
度時刻同期のために一般に高コストな時刻同期ハードウェアを実装したり，特殊
なマスタを用意したりする必要があり，ソフトウェアベースの時刻同期は高精度
化が困難であるという課題がある．各同期プロトコルの特徴を表 2.1にまとめる．
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: Frequency offset 
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図 2.8: RSPによる時刻同期
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図 2.9: 送受信時刻型（時刻比算出型）
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第3章 時刻同期の高精度化と通信量
削減手法

3.1 時刻同期通信量の抑制と高精度化
提案手法では，RBSにおける大量の通信を必要とする点と，RSPにおける同期
精度の高精度化が困難である点を解決する．すなわち，通信量を抑制しつつ RBS
と同等の高精度な時刻同期をソフトウェア処理により実現する．IEEE 802.11規格
において，AP (Access Point)が送出する管理フレームの一種であるビーコンパケッ
トには，電源管理等のための時刻同期を行うための TSF (Timing Synchronization
Function)のタイムスタンプ値が含まれている．提案手法では，TSFの時刻情報を
RSPにおける送信時刻情報として利用する．
想定するネットワークにおいて，全ノードはAPが送出するビーコンパケットの

TSFタイムスタンプ値と信号受信時刻を記録できるものとする．APおよびマスタ
からのブロードキャスト信号が受信可能な範囲に全スレーブが配置されている必
要がある．一般に，屋内環境等においては伝搬遅延は微小であるため考慮しない．
提案手法では，初めに全ノードが AP時刻即ち TSFタイムスタンプ値への補正
を行う．次に，全ノードのうち時刻基準となるマスタが，自身のAP時刻に対する
オフセット情報を各スレーブに送信し，各スレーブがマスタに対して時刻同期す
る．説明のために用いる各変数の定義を表 3.1に示す．

3.1.1 AP /ノード時刻増分比算出
初めに，各ノードがビーコンパケットにより通知される，AP時刻にあたる TSF
タイムスタンプ値に対する時刻オフセットを算出する．
ノード nは，APが送出した i番目のパケットにおける TSFタイムスタンプ値

tAP,iと，信号受信時刻 tn,iを記録する．この処理を 1サイクルとして，後述の平
均化処理のために一定数，N 回繰り返す．一定回数の時刻情報記録を完了すると，
各ノードは，その区間内における，APのローカルクロック tAPとノード nのロー
カルクロック tnの関係を，通常最小二乗法（OLS:Ordinary Least Squares）により
一次回帰直線

t̂n = αntAP + βn (3.1)
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図 3.1: スレーブ sのマスタ SRへの時刻同期

として算出する．次に，各ノードが算出したAPのローカルクロックと各ノードの
ローカルクロックの関係（式（3.1））より，ノード nは，自身のローカルクロック
における時刻 tnを，各ノードが取得する独立変数である AP時刻 tAPにおける推
定値 t̃APに

t̃nAP =
tn − βn

αn

(3.2)

として変換する．これにより，全ノードにおけるローカル時刻情報が共通の時刻
基準 tAPに同期することになる．実際にAPから送出される tAPは当然離散値をと
り，TSFタイムスタンプ値においては 1 µs単位の値をもつが，ノード時刻 tnをAP
時刻 tAPに変換する際には，この時間分解能に制限されることはなく，その中間値
をとってもよい．即ち，時刻情報の同期についての時間分解能は，各ノードが記
録する受信時刻の時間分解能に依存する．
2.1節で述べたとおり，各送信時刻情報，及び受信時刻情報はジッタによる誤差
を含んでいる．特に，TSFタイムスタンプ値はジッタによる数 µsの誤差を含むこ
ともある [11]．そのため，N 個の測定値 (tAP,i, tn,i) (i = 1, 2, ..., N)を記録して一
次回帰直線を算出することで，誤差を含む各測定値を平均化しジッタの精度への
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表 3.1: 時刻同期プロトコル変数定義

tAP APローカル時刻
tn ノード nローカル時刻

tAP,i
i番目パケットのAP信号送信時刻
（TSFタイムスタンプ値）

tn,i i番目パケットのノード n信号受信時刻
αn

通常最小二乗法により算出した
ノード nのAPに対する周波数オフセット

βn
通常最小二乗法により算出した
ノード nのAPに対する初期オフセット時刻

pn ノード nが受信したパケットの集合
pT 全ノードが受信したパケットの集合
tAP,n pnにおける全 tAP,iの平均値
tn pnにおける全 tn,iの平均値
Lpn ノード nが取得したパケットの数
t̂n tnについての一次近似値
t̃nAP ノード nにおける仮想APローカル時刻

影響を抑制する．

3.1.2 マスタへの時刻同期
前項処理で，各ノードは無線 LANを構成するAPの TSFタイムスタンプ値時刻
に同期するが，一般に，APが持つ IEEE 802.11モジュールを駆動するクロックを
外部の参照用クロック源から供給することは難しく，また TSFタイムスタンプ値
を絶対時刻情報とすることも困難である．ここで，参照用クロックにより駆動さ
れるマスタを用意することで，各スレーブはマスタの高精度な時刻に同期するこ
とができ，絶対時刻に対する同期も可能となる．ネットワーク内のノードのうち
一台を時刻基準（マスタ SR）とし，他のノード（スレーブ s）はマスタのローカ
ルクロックに時刻同期する．
全ノードについて，前項の通りAPのローカルクロック tAPとマスタ SR及びス
レーブ sのローカルクロックの関係を算出する．次に，マスタ SRについての一次
回帰直線 t̂SR = αSRtAP + βSRにおける，αSRと βSRを，全スレーブにブロードキャ
スト送信する．スレーブ sは，マスタ SRと自身における式（3.1）の関係より，t̃AP
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を消去し，
t̃sSR =

αSR

αs

(ts − βs) + βSR (3.3)

を得る．つまり，図 3.1のようにスレーブ sは，マスタ SRにおけるローカル時刻
として t̃SRを推定することができる．換言すれば，スレーブはAP時刻 tAPではな
くマスタが保有する絶対時刻 tSRに時刻同期することができる．

3.1.3 通常最小二乗法による平均化処理とパケットエラーレート
通常最小二乗法による近似直線は，AP時刻 tAPを独立変数，各ノード時刻 tnを
従属変数として算出する．式（3.1）において，αn，βnはそれぞれ，

αn =

∑
j∈pn

(tAP,j − tAP,n)(tn,j − tn)∑
j∈pn

(tAP,j − tAP,n)2
(3.4)

βn = tn − αntAP,n (3.5)

である．pnはノード nが取得に成功したパケットの識別子の集合であり，tAP,n，
tnはそれぞれ pnにおけるAP送出 TSFタイムスタンプ値とノード n信号受信時刻
の平均値 tAP,n = 1

Lpn

∑
j∈pn

tAP,j，tn = 1
Lpn

∑
j∈pn

tn,jであり，Lpnはノードnが取
得に成功したパケットの数を意味する．各ノードが算出する t̂n = αntAP + βnにお
いて，全ノードの pnの組が等しい，即ち全ノードが全てのパケットを取得できて
いる場合，同一の説明変数 tAPに対するノードnの信号受信時刻である被説明変数
tnについて通常最小二乗法による近似直線を算出することになる．つまり，ノー
ド間同期精度は各ノードにおける信号受信時刻情報 tnの取得精度に依存する．
ここで，受信失敗等の原因によるパケットロスが発生し，pnが各ノードで異な
る場合には，異なる説明変数 tAP,j (j ∈ pn)に対する近似直線を算出することとな
る．つまり，ノード間同期精度は信号受信時刻 tnの精度のみならず，AP送出TSF
タイムスタンプ値 tAPにも依存することとなる．具体的には，式（3.3）において，
αSR/αsが，

αSR

αs

=



∑
j∈pSR

(tAP,j−tAP,SR)(tSR,j−tSR)∑
j∈pSR

(tAP,j−tAP,SR)2∑
k∈ps

(tAP,k−tAP,s)(ts,k−ts)∑
k∈ps

(tAP,k−tAP,s)2

for (pSR ̸= ps)∑
j∈pT

(tAP,j − tAP,SR)(tSR,j − tSR)∑
k∈pT

(tAP,k − tAP,s)(ts,k − ts)

for (pT = pSR = ps)

(3.6)
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となるため，取得できたパケットの組が異なる場合 (pSR ̸= ps)には，誤差（分
散）の大きな送信時刻情報 tAP,i の影響を強く受けることとなる．一方，マスタ
SR及びスレーブ sの双方において取得できたパケット pT = pSR ∩ psを選択し
pT = p′

SR = p′
kとして，pTから近似直線を算出すれば，異なる説明変数を用いる

ことによる精度低下が発生しないため，パケットロスによる同期精度低下を抑制
できる．取得パケット情報の共有方法は種々考えられるが，ここではいくつかの
例を付録に示している．パケットエラー率，tAP及び tnの精度が，ノード間同期
精度へ与える影響を検討するために，次章でシミュレーションによる検証を行う．

3.1.4 提案手法による周波数オフセットへの追従
前節までに示した提案手法による一次回帰直線により，各スレーブはマスタに
対する自身の周波数オフセットとして，αSR

αs
を知ることができる．すなわち，マス

タに対するスレーブ自身の発振器周波数オフセットを補正することが可能となる．
上記 αSR

αs
は，マスタに対するスレーブの周波数オフセットの推定値であるため，あ

る時点で同期処理を実行したのちに時間経過により推定誤差による追従誤差が発
生する．
図 3.2は，同期処理時点におけるマスタとスレーブの同期誤差と，時間経過によ
り周波数オフセット推定誤差の影響を受け同期誤差が変化していく様子の簡略図
である．図中実線がマスタの時刻真値，破線がスレーブにおけるマスタ時刻の推
定値である．同期点における同期誤差に加え，周波数オフセット αSR

αs
推定誤差に

よる同期誤差が傾きの違いとして時間経過により加算されることとなる．すなわ
ち，同期誤差量自体が時間経過により変化することとなる．
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図 3.2: 同期時点における同期誤差および周波数オフセット追従誤差

3.1.5 従来手法および提案手法における通信量
表 3.2において，例として平均化に用いる点数NcをNc = 100，スレーブノード
数NuをNu = 128とした時の，同期に必要な通信内容を比較している．ここで，
ビーコンパケットは恒常的にAPから送出されるため必要数に算入していない．ま
た，各受信時刻情報は 8 byte，TSFタイマカウンタ値は 8 byte [12]で表現される．
RBSでは，マスタにおけるNc個の取得パケット情報すなわち TSFタイマカウ
ンタ値と，信号受信時刻情報すべてを送信する必要があったが，提案手法におい
ては TSFのAP時刻情報を用いることで一つのαSR，βSRを送信するだけで同期が
可能である．つまり，RBSにおいてNcパケット分の情報を必要としていたところ
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を，提案手法では 1回のオフセット情報ブロードキャストのみに削減できる．ま
た，RSPにおいては信号送信者（ここでは AP）の時刻情報にしか同期できない．
しかし，提案手法においては任意のノードをマスタとすることができる．
IEEE 802.11規格において，各端末はビーコンの TIM(Traffic Indication Map)情
報により自身宛てのデータの到着を知ることができるが，これにより，自身宛の
データがない場合にはビーコン受信時を除き送受信回路への電力供給を停止（ス
リープ）するパワーセーブ（PS）機能が利用可能である．具体的には，図 3.3の
ように，RBSにおいて，マスタが各ビーコンを受信するごとにその受信時刻情報
をスレーブに送信する場合，スレーブは全ビーコン周期ごとにマスタからの受信
時刻情報を受信するために，上記スリープを行うことができない．提案手法にお
いては，例としてNc = 100の場合，マスタはビーコンの受信 100回につき一度ス
レーブへ α，βを送信するのみとなるため，スレーブはビーコン送信 99回の周期
をスリープ時間に充てることが可能となる．一方で，RBSでも，全時刻情報およ
び取得パケット情報すなわち TSFタイマカウンタ値を一度にまとめて送信する手
法を考えることも可能ではあるが，その場合には，各受信時刻情報 8 byte，TSFタ
イマカウンタ値 8 byteのNc = 100点ぶん計 1, 600 byteのマスタ受信時刻情報を，
全スレーブノードNu = 128に送信する必要がある．ここで提案手法では，前記計
1, 600 byteのマスタ受信時刻情報について，各 8 byteの α，β，計 16 byteにデー
タサイズを圧縮可能である．データサイズ圧縮およびそれに伴う無線信号の送信
フレーム長の短縮は，マスタからスレーブに対する情報送信時のパケットエラー
レート改善という観点からも，センサノードのような電力的制約の大きな応用に
おいては極めて重要である．
一方，時刻同期についての，協調MIMOシステムのような応用例においては，
前項で示した周波数オフセット追従誤差として数十ナノ秒程度の精度が要求され
る．このような応用では，周波数オフセット推定誤差や，クロックドリフトによ
る周波数オフセット量自体の変化に追従するために，ミリ秒オーダの間隔（Sync.
interval）で時刻同期処理が実行されなければならない場合がある．
このように頻繁な同期が必要とされる場合には，図 3.4のようにマスタがすべて
のパケット情報と信号受信時刻情報を送信しなければならないRBS方式の通信量
が特に問題となる．一方で，提案手法においては図 3.5のように各平均化処理区間
においてマスタが送信すべき情報がα，βのみに抑制されるため，高精度な時刻同
期状態および周波数オフセット追従状態を保持すべきアプリケーションにおける
提案手法による時刻同期は特に有効である（これらの図では簡略化のためマスタ
からスレーブに情報を送信する場合のAPを経由するパスを省略している）．
また，本章では．IEEE 802.11ネットワークにおけるAPの標準動作として，定期
的に送出されるビーコン信号とその TSF値を利用する同期手法を提示したが，本
提案手法における 3.1.1項の参照信号パケットは，共通基準時刻となる信号送信時
刻情報が含まれていれば任意のパケットが利用でき，当該信号送信時刻精度も前
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項までに示した通り，信号受信時刻精度のような高精度は要求されない．

表 3.2: 従来手法と提案手法の比較

RSP
RBS 提案手法分割送信 統合送信

マスタ時刻への同期精度 10 µs 50 ns 50 ns
PS（パワーセービング）率 100% 0% 99% 99%

送信データ量 - 最大 204,800 byte 最大2,048 byte

Beacon

Master

Slave

AP

Beacon Beacon

or

RBS

Proposed

Awake

Sleep

Proposed

RBS

図 3.3: RBSおよび提案手法におけるパワーセービング期間の比較
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Slave

1 2 N

Sync. process Sync. interval

1 2 N

Sync. process

図 3.4: RBSにおける同期処理および通信

w/ToD signal

Master

Slave

1 2 N 1 2 N

Sync. process Sync. interval Sync. process

図 3.5: 提案手法における同期処理および通信
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3.2 計算機シミュレーション
3.2.1 シミュレーション条件
本章では提案手法におけるノード間時刻同期誤差を，計算機シミュレーション
により検証する．APが 1台，マスタ SRが 1台，スレーブ S1が 1台で構成される
ネットワークを想定する．伝搬遅延は考慮しない．マスタおよびスレーブにおける
パケットロスは独立してランダムに発生するものとする．APの信号送信時刻情報
およびノードの信号受信時刻情報の誤差は，それぞれ CSMA/CAのランダムバッ
クオフ，受信機間の非同期サンプリングによる一様分布を仮定する．前章で述べ
た，精度変化の主な要因である信号送信時刻情報の最大誤差，パケットエラー率
および時刻情報の平均化範囲を変化させ同期精度を評価する．全ノードの初期時
刻オフセットについても，起動時刻の違いによるものであるため，一様分布を仮
定して付加している．その他シミュレーション条件を表 3.3に示す．

3.2.2 シミュレーション結果
図3.6は，マスタSRおよびスレーブS1ローカル時刻の，APローカル時刻（TSF）
への補正後時刻 t̃SRAP，t̃S1AP，スレーブ S1ローカル時刻の，マスタ SRローカル時刻
への補正後時刻 t̃S1SR，および実測値 tSR,i，tS1,i，tAP,iの，基準時刻 tSRに対する差
を表している（実測値は 10 s毎の点を表示）．ここで，マスタ SRを基準としてAP
クロックには+50 ppm，スレーブ S1クロックには−50 ppmの誤差を付加してい
る．図 3.6の通りマスタ SR時刻およびスレーブ S1時刻をAP時刻に同期できてお
り，スレーブ S1時刻をマスタ SR時刻に同期できていることが確認できる．また，
前章で述べたように，APのTSFタイムスタンプを高精度な外部クロック源に駆動
させることは困難であり，図 3.6のように基準時刻に対してAP時刻が+50 ppmの
誤差を持つときには，100 s経過する毎に基準時刻から 5msの誤差を生じる．さら
に，図 3.6は，APローカル時刻及びスレーブ S1ローカル時刻の，マスタ SRロー
カル時刻に対する初期時刻オフセット分を減じて表示しているため，実際にはAP
時刻へ同期する場合には周波数オフセットに加え初期時刻オフセット分も基準時
刻からの時刻ずれ要因となる．
図 3.7は，パケットエラー率 0.02のときの各信号送信時刻最大誤差条件におけ
る平均化処理の範囲とマスタ・スレーブ間の同期誤差の関係を表している．
図 3.8は，平均化処理範囲 5 sのときのパケットエラー率とマスタ・スレーブ間
の同期誤差の関係である．
加えて，図 3.7，3.8中破線で示しているのは，信号送信時刻情報精度が 50 µsの
ときに，近似直線算出に用いるパケットの組を揃えた場合の同期誤差である．
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3.2.3 シミュレーションによる結果の検討
平均化処理範囲対同期誤差の結果を表す図 3.7より，例えば平均化処理範囲 1.0 s

の点においては，信号送信時刻情報が最大 50 µsの誤差をもつ精度であるとしても，
マスタ・スレーブ間は約 500 nsの精度で同期ができていることを示している．即
ち平均化処理によりそれぞれの信号送信時刻精度よりもマスタ・スレーブ間の同
期精度が高くなっていること，加えて平均化を行う範囲が長いほど同期精度が向
上することが確認できる．これは，従来の RSPにおける 2点の時刻情報の組より
時刻オフセットを算出する方法と比較して，平均化処理範囲を指定し，3以上の点
を用いて通常最小二乗法による時刻オフセットを算出する提案手法が高精度な同
期が行えることを示している．
また，パケットエラー率対同期誤差の結果である図 3.8では，パケットエラー
率が高い場合には前章で述べた理由により同期精度が悪化する一方，パケットエ
ラーが発生しない状況においては，信号送信時刻精度に関係なく，約 15 nsの精度
でマスタ・スレーブ間の同期が行えていることが確認できる．また，信号送信時
刻情報の精度が高い場合には，パケットエラー率 0.1以下の環境において，パケッ
トエラーによるマスタ・スレーブ間の同期精度への影響が小さいことも確認でき
る．さらに，図 3.7，3.8中破線より，3.1.3項で示した通り，全ノードが取得でき
たパケットから近似直線を算出すれば，パケットエラーが発生する場合において
も，同期精度低下を大きく抑制できることが示されている．

表 3.3: シミュレーション条件

データ点数 各条件 100,000点
(0.1s毎に信号送信)

信号送信時刻
最大誤差 {0.05, 1.0, 10.0, 25.0, 50.0} µs

信号受信時刻
最大誤差 50 ns

初期オフセット時刻
最大誤差 100 s

パケットエラー率 {0, 0.02, 0.04, 0.06, 0.08, 0.10}
平均化範囲 {1.0, 2.5, 5.0, 10.0} s

APクロック周波数 200.04 MHz

マスタクロック周波数 200.00 MHz

スレーブクロック周波数 199.96 MHz
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図 3.6: 補正後各ローカル時刻 tlのマスタ時刻 tSRとの差（シミュレーション）
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図 3.7: 平均化処理範囲対同期誤差（PER=0.02）
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3.3 実機評価
3.3.1 実験条件
提案手法におけるノード間の時刻同期誤差を，実験により検証する．APが 1台，
マスタ SRが 1台，スレーブ S1が 1台のネットワークを構築する．実験は屋内環
境において行い，他機器からの干渉を受けないよう，他機器が使用していないチャ
ネルを使用する．実験に使用した機器は表 3.4の通りである．提案手法の実機評価
におけるノードを構成するのは，FPGA (Field Programmable Gate Array)ボードと
SDR (Software Defined Radio)子ボードを接続した受信機（マスタ・スレーブ）で
ある．また，3.3.4節の実験において，信号生成器と FPGAボードにより構成され
る，パルス生成器を使用する．これは，センサ入力の代替として，共通のタイミ
ングで立ち上がるパルスを各ノードに有線接続で供給し，その時刻を基準として
同期精度を評価するものである．ここでは，子細な情報収集のためノード構成に
上記機器を利用したが，一般の IEEE 802.11に対応した機器においても提案手法は
適用可能である．FPGAボードの動作速度の制約上，ビーコン間隔を 512 msに設
定する．ビーコン間隔は，一般に 100msに設定される．ビーコン間隔が短い場合
には，より高精度な同期が可能となる．また，信号受信時刻は図 2.6中の PHYレ
イヤレベル及びドライバレベルにおいて取得し，同期精度がどのように変化する
かもここで確認する．

表 3.4: 使用機器

装置 使用機器 備考
ノー
ド

ZC706（ザイリンクス） ，
ADRV9371-W/PCBZ（アナ
ログデバイセズ）

ノード VCXO:CVHD-950-
122.880 (Crystek)

パル
ス生
成器

ZC706 (ザイリンクス)，
SMIQ 06B Vector Signal
Generator (ROHDE &
SCHWARZ)

1 Hz出力

AP WZR-HP-AG300H (バッファ
ロー)

チャネル:128Ch (fc=5640
MHz)，帯域幅:20 MHz，規
格:IEEE 802.11a，ビーコン
間隔 512 ms
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図 3.9: IEEE 802.11 (OFDM)共通プリアンブル部フレームフォーマット

3.3.2 信号受信時刻の取得
IEEE 802.11規格のうちOFDM変調を用いる規格において，図 3.9に示すパケッ
トの先頭部の既知プリアンブル信号は，受信機におけるパケット検出，タイミン
グ同期，周波数オフセット推定その他チャネル情報推定等のために利用される．こ
のうち，L-STF (Legacy Short Training Field，以下 STF)が，通常，タイミング同
期すなわち受信時刻決定に用いられる．なぜならば，L-LTF (Legacy Long Training
Field，以下LTF)以降における周波数オフセット推定やチャネル推定処理等はタイ
ミング同期を前提とした FFT処理を必要とするからである．ここで，STFは 0.8 µs
の STS (Short Training Symbol)の 10回の繰り返しで構成され，LTFはガードイン
ターバルを除き 3.2 µsの LTS (Long Training Symbol)の 2回の繰り返しから構成さ
れる．一般にタイミング同期は受信信号と受信機が保持している既知のプリアン
ブル信号との自己相関および相互相関によりタイミング同期がなされるが [13,14]，
長い周期をもつLTFのほうが雑音やマルチパスによる相互相関値の汚染に強く，高
精度なタイミング同期が可能とされる [15,16]．一方，上記事由により信号受信処
理に係るタイミング同期には LTFを用いることが困難であるが，本論文における
受信時刻情報取得のための処理は，信号受信処理と並列して実行することが可能
であるため，LTFを用いた信号受信時刻を用いることも可能である．本検証にお
いては PHYレベルタイムスタンプとして STFによる信号受信時刻および LTFに
よる信号受信時刻における同期精度比較も併せて行う．

3.3.3 実験結果：信号受信時刻補正
マスタ SR及びスレーブ S1が計測した i番目のパケットの信号送信時刻および
信号受信時刻の測定点 (tAP,TSFi

, tSR,TSFi
)，(tAP,TSFi

, tS1,TSFi
)点において，測定点
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Synchronization error

図 3.10: 同期誤差 eS1,SRTSFi
の評価

前後 d/2 [s]の区間内にある測定値より算出した近似直線につき，図 3.10のように，
スレーブ S1は，マスタ SRから取得した当該近似直線中の数値αSR，βSR及び自身
が算出した αS1，βS1を用いて，式（3.3）より，スレーブ S1ローカルクロックタ
イムスタンプ tS1,TSFi

からマスタクロック tSRにおける相当値 t̃S1SR,TSFi
に変換する．

マスタ実測値 tSR,TSFi
と，スレーブ S1における推定値 t̃S1SR,TSFi

を比較する．マスタ
及びスレーブの取得パケット情報共有について付録中 (I)に示す方法を利用した．
平均化範囲 d = 5 sとしたときの同期誤差 eS1,SRTSFi

= t̃S1SR,TSFi
− tSR,TSFi

を取得した．
ここでは，図 3.11中のNode Aをマスタ SR，Node Bをスレーブ S1とした．AP・
マスタ間の距離は約 300 cm，AP・スレーブ間の距離は約 60 cmとしている．信号
受信時刻のタイムスタンプを STFおよびLTFを用いる場合の PHYレイヤレベルと
ドライバレベルで取得させた場合の同期誤差 eS1,SRTSFi

ヒストグラムを図 3.12，3.13，
3.14に示す．PHYレイヤレベル (STF)でのタイムスタンプ取得では最大で 475 ns，
PHYレイヤレベル (LTF)でのタイムスタンプ取得では最大で 150 ns，ドライバレ
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図 3.11: 屋内実験の様子:信号受信時刻補正

ベルでのタイムスタンプ取得では，最大で 1500 ns以下の同期誤差でマスタ SR時
刻 tSRに対するノード間時刻同期が行えることを確認した．PHYレベルおよびド
ライバレベルにおける信号受信時刻精度に差が存在するため，同期誤差の差が生
じている．前章シミュレーションと同様，図 3.15に，マスタ SRおよびスレーブ S1

ローカル時刻の，APローカル時刻（TSF）への補正後時刻 t̃SRAP，t̃S1AP，スレーブ S1

ローカル時刻の，マスタ SRローカル時刻への補正後時刻 t̃S1SR，および実測値 tSR,i，
tS1,i，tAP,iの，基準時刻 tSRに対する差を示す（実測値は 10 s毎の点を表示）．こ
れらは，APローカル時刻及びスレーブ S1ローカル時刻の，マスタ SRローカル時
刻に対する初期時刻オフセット分を減じて表示している．AP時刻 tAPは，200 s経
過後に基準時刻 tSRより約 8 msの誤差を生じている．シミュレーションにおける
結果である図 3.6と差異が生じた理由は，シミュレーションにおいて設定した周波
数オフセット値と，実機における周波数オフセット値が異なることが要因である．
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図 3.12: PHYレベルスタンプ (STF)を用いた場合の SR，S1間同期誤差
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図 3.13: PHYレベルスタンプ (LTF)を用いた場合の SR，S1間同期誤差
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図 3.14: ドライバレベルスタンプを用いた場合の SR，S1間同期誤差



3.3. 実機評価 32

0 50 100 150 200 250

Node SR (reference) local time (t
SR

) [s]

-0.015

-0.01

-0.005

0

0.005

0.01

0.015

(t
l- 

t S
R

 -
 

l) 
[s

]

図 3.15: 補正後各ローカル時刻 tlのマスタ時刻 tSRとの差（実験）
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3.3.4 実験結果：タイムスタンプ補正
スレーブ S1が計測したパルス入力 qiの測定時刻 tS1,qiにおいて，tS1,qiの測定点
前後 d secの区間内にあるWi-Fiビーコン測定値より算出した，式（3.3）による推
定値 t̃S1SR,qi

に変換する．即ち，前節の検証における，Wi-Fi信号測定点における時
刻補正を図 3.16のようにスレーブ S1の任意時刻 tS1で実行する．
図 3.17のように，同期精度評価用のパルス信号を各ノードへ同時に入力し，パ

ルス信号の測定時刻をノード間で比較する．AP・マスタ間およびAP・スレーブ間
の距離は約 50 cmとしている．
マスタ・スレーブSR，S1間における同一パルス入力 qiの測定時刻 tSR,qi，tS1,qiに

ついて，マスタにおけるパルス入力時刻 tSR,qiとスレーブ S1における推定値 t̃S1SR,qi

を比較する．図 3.17のようにノードとAPを配置して，平均化範囲 d = 5 sとした
ときの同期誤差 eS1,SRqi

= t̃S1SR,qi
− tSR,qi を取得した．マスタ及びスレーブの取得パ

ケット情報共有について付録中 (I)に示す方法を利用した．ここでは，図 3.17中の
Node Aをマスタ SR，Node Bをスレーブ S1とした．信号受信時刻のタイムスタ
ンプを PHYレイヤレベル (STF)および PHYレイヤレベル (LTF)で取得させた場合
の同期誤差 eS1,SRqi

ヒストグラムを図 3.18，3.19に示す．この場合，それぞれ最大誤
差約 390 ns，約 50 ns程度の精度で同期可能であることを確認した．
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図 3.17: 屋内実験の様子:センサタイムスタンプ時刻補正
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図 3.18: PHYレベルスタンプ (STF)を用いた場合のSR,S1間同期誤差（センサ時刻）
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図 3.19: PHYレベルスタンプ (LTF)を用いた場合のSR,S1間同期誤差（センサ時刻）
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3.3.5 クロックオフセット推定精度の評価
3.3.3項および 3.3.4項における評価対象は，同期時点における絶対的な同期誤差
の評価である．一方，次章で述べるように，同期時点における同期誤差絶対量では
なく，時間経過後の周波数オフセット追従誤差による，同期時点の絶対同期誤差に
対する相対誤差量が重要となるアプリケーションも存在する．そのため，3.3.3項
および 3.3.4項に示した同期誤差に加えて，3.1.3項のLTFによる信号到着時刻を利
用するデータおよび結果を利用しクロックオフセット推定精度を評価する．3.3.3
項の結果について，Drift estimation error，すなわち推定周波数オフセット αSR

αs
を用

いる場合の追従誤差∆eS1,SRti を確認する．
なお，∆eS1,SRti = ẽS1,SRti+∆t − eS1,SRti について，ẽS1,SRti+∆t および eS1,SRti は，それぞれ

ẽS1,SRti = t̃S1SR,ti+∆t − t̂SR,ti+∆t，eS1,SRti = t̃S1SR,ti
− tSR,tiである．

ここでは，∆tを 1 msとして，クロックオフセット推定誤差による 1ミリ秒当
たりの追従誤差を評価した．図 3.20が，追従誤差∆eS1,SRti のヒストグラムである．
追従誤差の平均値は 12.52 nsであり，次章協調MIMOシステムにおける基地局間
同期は 1ミリ秒当たり約 10ナノ秒の精度で維持されることとなる．
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図 3.20: 周波数オフセット推定誤差による 1ms毎の同期追従誤差
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図 3.22: PHYタイムスタンプ (LTF)からドライバタイムスタンプへの同期誤差
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3.3.6 実験結果の検討
上記実験の結果より，LTFを用いた PHYレイヤレベルの信号受信時刻情報を利
用する場合には，提案手法により最大誤差約 150ns程度の精度でマスタスレーブ
間時刻同期が行えることが確認された．一方，3.3.4項タイムスタンプ補正の実験
において，ドライバレベルでの信号受信時刻情報を用いて近似直線を算出した場
合には，誤差量 |eS1,SRqi

|平均値が約 20 msとなった．これは，本実験で用いたセン
サノードを構成するクロックについて，図 3.21のように，二つの独立したクロッ
ク源を利用しているためである．一般にセンサノードは，Wi-Fiモジュールを駆
動するクロックと，センサ入力を処理するマイコン（CPU）部を駆動するクロッ
クは独立のクロック源をもつように構成される．ここで，例えば信号受信時刻の
Wi-Fiモジュールタイムスタンプと，マイコン（CPU）タイムスタンプ両方が取
得できる場合，双方タイムスタンプについて提案手法の時刻同期処理を実行する
ことで，マイコン（CPU）クロックにおけるセンサ入力タイムスタンプをWi-Fi
モジュールクロックにおけるタイムスタンプに変換することが可能である．即ち，
自身のWi-Fiモジュールクロックのタイムスタンプを経由することで，マイコン
（CPU）クロックは任意の内部・外部クロックに同期することができる．本節検証
のマスタ SRにおける PHYレイヤレベル (LTF)およびドライバレベルでの測定値
(tAP,TSFi

, tSRPHY,TSFi
)，(tAP,TSFi

, tSRCPU,TSFi
)を用いて，ドライバ（CPU）クロック

タイムスタンプから PHYクロックタイムスタンプ (LTF)への時刻補正を行い，同
期誤差 eSRCPU,SRPHY

TSFi
= t̃SRCPU

SRPHY,TSFi
− tSRPHY,TSFi

を評価する．図 3.22は eSRCPU,SRPHY

TSFi

のヒストグラムであり，最大誤差約 500 nsの精度でノード内ローカルクロック間
の時刻同期がおこなえていることを示している．一方，一般にはドライバレベル
タイムスタンプおよび PHYレベルタイムスタンプの STFを用いる場合と LTFを
用いる場合の順に受信時刻情報取得精度が高くなるため，式 3.6および上記の実機
実験の誤差ヒストグラムより，提案手法による同期の精度は，信号受信時刻精度
が支配的となるといえる．また，提案手法中の周波数オフセット推定によるマス
タへの時刻追従について，3.3.5項では，1ミリ秒当たり約 10ナノ秒の誤差精度で
スレーブが同期状態を維持可能であることが示された．
ところで，IEEE 802.11 REVmcにおいて規定された，ToF（Time of Flight）測
定用の機能である FTM（Fine Timing Measurement）のために，今後の市販の IEEE
802.11モジュールにおいても，高精度な下位レイヤタイムスタンプが取得可能な
構成となると思われる．さらに，既存システムにおいて STFを用いる低精度 PHY
レイヤレベルタイムスタンプしか取得できない場合においても，併せて取得され
る LTF部受信信号や CSI (Channel State Information)等を利用して，タイムスタン
プを事後的に補正・高精度化する方法を適用する機構も考えられ [15]，ナノ秒級
の同期精度が得られる場合には，信号飛行時間測定による測距方式の屋内測位な
ども可能となる．
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3.4 取得パケット情報交換とプロトコルの一例
マスタ SR及び各スレーブ sにおいて，同一のパケット組から近似直線を算出す
るために，提案手法に加えて次の三つの方法をとることが考えられる．特に下記
全パケット取得検出時同期方式は取得パケット情報交換に明示的な通信が不要で
あり，IEEE 802.11においてはシーケンス番号等によるパケット識別も可能である
ため有用である．

(I) 全パケット取得検出時同期方式
マスタ SRが，N 個のパケットをロスなく取得したと検出した場合に，αSR，
βSRを算出して，区間情報 [pSTART, pEND]と併せて全スレーブにブロードキャ
スト送信する．
スレーブ sは，[pSTART, pEND]において全パケットが取得できていれば，自身
も αs，βsを算出し，式（3.3）よりマスタへの時刻同期を行う．具体的な例
として，IEEE 802.11において，ビーコンパケットにはビーコン間隔を示す
Beacon Interval情報が含まれている．即ち，受信した二つのパケットの間で，
TSFタイマカウント値の増分がBeacon Intervalが示す数値と大きく離れてい
れば，パケットを受信できなかったものと取り扱うことができる．
また，共通の平均化処理区間 [pSTART, pEND]のスパンを全ノードで事前に指
定している場合には，区間情報を送る必要はない．

(II) スレーブ同期要求方式
マスタ SRと，スレーブ sにおいて，両方で取得できたパケットの集合pTを
用いて計算を行う．

1. スレーブ sは，同期要求を行う際，マスタ SRに sync˙requestフレーム
を送信する．ここで，sync˙requestフレームには，スレーブ sが取得し
たパケットの集合 psを含む．

2. マスタ SRは，マスタ SRとスレーブ sの両方で取得できたパケットの
集合 pT = pSR ∩ psを算出する．

3. マスタ SRは，pTについて算出した αSR，βSRと併せ，sync˙requestの
応答として pTをスレーブ sに送信する．

4. スレーブ sは，ps
′ = pT ∩ psについて αs，βsを算出し，式（3.3）より

マスタ SR時刻に同期する．

(III) 全ノード取得パケット pALL算出方式
スレーブ取得パケット情報 pをマスタ SRが収集する機構を加える．
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1. 一定の期間毎に，スレーブ sはマスタSRに対して自身の取得成功パケッ
ト識別子の組 psをマスタに送信する．

2. マスタ SRは自身の pSRと，全スレーブ s(s = S1, S2, ..., Sl)の psより，
全ノードが取得したパケットの情報 pALL = pSR ∩ pS1 ∩ pS2 ∩ ... ∩ pSl

を算出する．
3. マスタ SRは，pALLについて算出したαSR，βSRと併せて，pALLを全ス
レーブにブロードキャスト送信する．

4. スレーブ sは，ps
′ = pALL ∩ psについて αs，βsを算出し，式（3.3）よ

りマスタ SR時刻に同期する．

3.5 まとめ
本章では，従来の時刻情報交換方式と比較し通信量を削減しつつ，ソフトウェア
処理による高精度な時刻同期を行う手法を提案し，その有効性について計算機上
シミュレーションにより検証を行った．従来手法において平均化のためN パケッ
トぶんの情報交換を必要としていたところを，提案手法においては，一つのオフ
セット情報へ削減可能とした．従来手法のRBSに対して，例えば平均化区間を 10
秒とする場合，標準的なビーコン間隔 100 msの環境下では，同期に係る消費電力
において，受信のための消費電力についてはパワーセービング機能により最大で
100分の 1程度，マスタの送信データ量については 100分の 1まで，提案手法によ
り削減可能である．また，市販の無線 LANアクセスポイントを用いた無線ネット
ワーク上において，提案手法によるサブマイクロ秒オーダの時刻同期が行えるこ
とを実機実験により確認した．プリアンブル信号における相互相関値を用いる信
号受信時刻の取得について，STFよりも周期の長い LTFを利用することで精度の
高いタイムスタンプを取得できることを確認した．提案手法においては，マスタ
からの一度の近似直線情報ブロードキャストのみでサブマイクロ秒級の時刻同期
が行えるが，さらに近似直線算出に用いるパケットの組を揃えることで，数十ナ
ノ秒級の時刻同期も可能である．パケットの組を揃える操作についても，ビーコ
ンパケットのシーケンス番号を利用し，パケットロスが生じていない時点で同期
を行う等の方法の採用により，明示的なパケット交換を不要とできる．すなわち，
提案手法では，IEEE 802.11規格を利用する一般的なAPから送出されるビーコン
信号における TSF値や，シーケンス番号等を利用することで高精度な時刻同期を
行うことができる．加えて，提案手法により，1ミリ秒当たり約 10ナノ秒の誤差
精度で周波数オフセットへの追従が行えることを確認した．提案手法では，図 2.1
におけるVCXOのフィードバック制御等に係るハードウェアを実装することなく
数十ナノ秒級の高精度時刻同期が実現でき，マスタスレーブ間の周波数オフセッ
トも推定可能である．
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パケットロス時の時刻同期精度低下抑制のための最適な近似直線算出方法，ク
ロックドリフトスパンを考慮した平均化処理範囲の好適値の検討，受信時刻精度
向上による同期精度向上等やそてに伴う屋内測位等の応用の拡張が今後の課題と
して挙げられる．
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第4章 同期ネットワークにおける全
二重MIMO無線通信方式

4.1 協調MIMO概略と全二重無線通信
近年，移動通信や無線 LANサービスで実用化されているMIMO技術に関して，
さらなる周波数利用効率や通信速度の向上等を目的として，複数の基地局やAP間
で連携しながら通信を行う協調MIMO技術を適用する取り組みが進んでいる．図
4.1のように，複数 APを協調させ信号の送受信を行う協調MIMO技術において
は，異なるAPが備えるアンテナより信号送信を行うため，AP群を協調させビー
ムフォーミング送信等を行う際には，AP間の時刻同期が必須となる．一方，協調
MIMOシステムにおけるビームフォーミングにおいて要求される時刻同期は，必
ずしも絶対時刻の同期を意味するのではなく，図 4.2に示すように，サウンディン
グのためのNDP送信時におけるAP間の時刻同期差と，ビームフォーミングが適
用されたパケットの送信時におけるAP間の時刻同期差とのずれ量が重要となる．
なぜならば，ビームフォーミング適用のためのウェイト行列は，サウンディング
時のAP間時刻同期差量だけ送信タイミングにずれが生じたNDPが前提となり算
出されるからである．つまり，NDP送信時とビームフォーミングパケット送信時
の同期誤差の相対的な差が協調MIMOにおける時刻同期の要点の一つである．こ
の同期誤差の相対的な差とはすなわち，前章 3.1.3項および 3.3.5において示した，
スレーブのマスタに対する周波数オフセットの追従誤差である．
一方，周波数リソースを削減しながら高速・低遅延の通信を実現できる全二重無
線通信技術への注目が高まっている [17,18]が，現在広く普及したAPインフラを
活用し，アイドル状態のAPを利用可能な協調MIMOが，この全二重無線通信技
術への適用例として考えられる．全二重無線通信は，図 4.3のような時間分割多重
や図 4.4のような周波数分割多重と異なり，図 4.5のように空間分割を利用する多
重化手法である．すなわち，アクセスポイント及び移動端末は，全二重無線通信
において同じ周波数と時間で送受信する．そのため，受信アンテナは非常に高い
レベルの自己干渉（SI：Self Interference）信号を受信する．この自己干渉信号が，
別の送信者から送信された目的の信号をデコードすることを困難とする．
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この問題に対処するため，図 4.6のようにアンテナ干渉キャンセル，RF干渉キャ
ンセル，ディジタルベースバンド干渉キャンセル（ディジタル干渉キャンセル）な
どのハードウェアアプローチによる自己干渉を除去・抑制する方法が提案されてい
る [19–21]．アンテナ干渉キャンセルでは送受信アンテナ間の伝播損失やサーキュ
レータとよばれる回路を用い，RF干渉キャンセルやディジタル干渉キャンセルで
はそれぞれ自己の送信信号を減算する回路を用いて，それぞれ自己干渉信号の抑
制を試みている．各手法に要求されるな自己干渉信号の抑制量は，送信電力，ア
ナログ-デジタルコンバータ（ADC）の分解能，および目的の信号の最小受信電力
レベルによって異なる．例として，送信電力が 20 dBm，ADC分解能が 10ビット，
受信信号の最小受信電力レベルが-82 dBmであると仮定する．この場合，自己干渉
信号電力を雑音電力と等しくするためには，図 4.7に示すようにアンテナ干渉キャ
ンセル，RF干渉キャンセル，デジタルキャンセルを組み合わせて計 110 dBの自
己干渉抑制が必要となる [22,23]．これらの自己干渉抑制手法を適切に実装するこ
とで，図 4.8のようにAPはユーザ 1へのダウンリンクパケット送信と同時に，同
一周波数で，ユーザ 2からのアップリンクパケットを受信することが可能となる．
アンテナ干渉キャンセルとRF干渉キャンセルは，アナログ回路干渉キャンセル
アプローチに分類される．アナログ回路による干渉抑制アプローチは，ADC通過
前のアナログ信号に対する抑制方式であるため，大きな干渉信号の抑制量を得ら
れる点が代表的な利点である．一方，アンテナ干渉キャンセルと RF干渉キャン
セルによるアナログ回路アプローチキャンセラの使用に関する課題は，実装の規
模やコストが大きくなる点であり，加えて，アンテナの数が増えると，それに比
例して必要なRFキャンセラーの数が増加する．したがって，アナログ回路による
実装を大規模な通信システムに拡張することは非常に困難であり，先行研究であ
る [24]および [25]における実装や実証実験も一つのアンテナを用いる構成による
もののみとなっている．全二重通信をMIMOシステムへ拡張することを考えた場
合に，上記の自己干渉信号抑制各手法において，特に実装が困難となるものがア
ンテナ干渉キャンセルである．アンテナ干渉キャンセル機構は，高周波信号サー
キュレータ等の電子回路をアイソレータとして用いることで実現される．このと
き，1本のみの送受信アンテナを利用する SISOシステムにおいては，各アンテナ
に送受信アイソレータを適用することにより自己干渉が抑制可能であるが，複数
のアンテナを利用するMIMOシステムにおいては，各アンテナそれぞれの自己干
渉を抑制しても，図 4.9のように，隣り合う，あるいは近接した自身のアンテナの
相互干渉は避けられない．
この課題に対応するため，[26–29]では、新しい自己干渉抑制方法として空間干
渉キャンセルと呼ばれる手法の提案や実証が行われている．空間干渉キャンセル
とは，マルチユーザMIMO（MU-MIMO）におけるブロック対角化の応用的手法
である．空間干渉キャンセルのためにはMIMO自由度（DoF）の一部を，送信スト
リーム割り当て分とは別に使用しなければならないため，限られたアンテナ数しか
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保有できない単独のAPにおける空間干渉キャンセルの実行によるシステム全体の
大幅なスループット等性能向上は期待できない．この課題につき，複数のAPを協
調させるCo-MIMOシステムにおいて空間干渉キャンセルを適用し，アイドル状態
のAPを活用することで，DoF低下に対応する手法が考えられる．Co-MIMOには，
ジョイント送信（Joint Transmission：JT）と協調ビームフォーミング（Cooperative
Beamforming：CB）の 2つの方法がある [30]．また，空間干渉キャンセルは上記の
アンテナ干渉キャンセル，RF干渉キャンセル，ディジタルベースバンド干渉キャ
ンセルと組み合わせて使用できる利点もある．そのため，空間干渉キャンセルは，
MIMOシステムにおいて特に実装が困難となるアンテナ干渉キャンセルの置き換
えや，それ以降のRF干渉キャンセルおよびディジタル干渉キャンセルの負担低減
を可能とすると考えられる．一方，協調ビームフォーミングにおいては各APが空
間干渉キャンセルのためにDoFの一部を占有するため，単独のAPにおける場合
と同様にシステム全体のDoFが低下してしまうケースがある．
このDoFの減少に対処するために，全二重無線通信の空間干渉キャンセル手法
として協調MIMOシステムにおけるジョイント送信ヌルビームフォーミングを適
用することが提案されている [23]．協調ビームフォーミングでは，全協調AP群の
DoFの一部を使用し，ヌル空間を受信アンテナに向けることで，ADCが通過する
前に自己干渉を抑制できるためである．ジョイント送信においては，複数のAPが
同期されており，複数のAPが一つの大きなAPとして動作するかのように振る舞
う．たとえば，二つの送信アンテナと二つの受信アンテナを備えた二つのAPがあ
り，それらが連携して動作する場合，それらはそれぞれ四つの送受信アンテナを
備えた一つのAPと看做すことができる．提案手法では，アイドル状態のAPが連
携して空間チャネルの利用効率を向上させる．つまり，利用可能なアンテナの数が
増えていると考えられるため，より高いDoFを達成できる．ジョイント送信にお
いては，図 4.1のように，送信タイミング等の同期や周波数オフセットへの追従が
必要となる．論文 [23]では，ヌルビームフォーミングは IEEE 802.11nフレームの
HT部分にのみ適用されている．このヌルビームフォーミングに加えて，サーキュ
レータを使用してアンテナ干渉キャンセルを補助的に用い，最高で約 30 dBの自
己干渉抑制量を達成している．しかし，上記の通りよりアンテナ数の多いMIMO
システムにおいては，一般にサーキュレータ等のアンテナアイソレーションによ
る干渉抑制が困難となる．
本章では，MU-CoMIMO（マルチユーザ協調MIMO）システムの構成の一例につ
いて述べ，IEEE 802.11フレームのレガシープリアンブル部分にヌルビームフォー
ミングによる空間キャンセルを適用する方法を提案する．また，本論文では約20 dB
の抑制を実現するアンテナ干渉キャンセルのヌルビームフォーミングへの置き換
え可能性を評価するために，MIMO通信システムにアンテナ干渉キャンセルを適
用せずにヌルビームフォーミングによる SIキャンセル量を評価する．
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4.2 ヌルビームフォーミングによる自己干渉信号抑制
この節では，無線 LAN IEEE 802.11標準におけるビームフォーミング，JT協調

MIMO，およびヌルビームフォーミングを用いた自己干渉抑制の概要について述
べる．表 4.1は本章における代表的な変数定義である．

4.2.1 マルチユーザ協調MIMOネットワークの概要
本論文において，マルチユーザ協調MIMOネットワークは，APが複数端末（ユー
ザ）とのダウンリンク通信を実行しつつ，少なくとも一台の端末からのアップリン
ク通信を受信できるネットワークであると定義する．図 4.10はダウンリンクマル
チユーザ協調MIMOネットワーク通信の概念図である．この図においては，AP#2
が他ユーザからのアップリンク通信を受信する役割を担う．
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ここでは，NAP台のAPと，NSTA台の端末が存在する環境を想定する．すべて
のAPは，協調MIMOシステムとして，すべての STAへのダウンリンク送信を実
行する．同時に，各 APは自分自身にヌルビームフォーミングを適用することに
より，各APは自己干渉を抑制することができる．本章では，APと端末に対する
添字をそれぞれ i，jで表す．i番目の APはNi本の送信アンテナを備え，j番目
の端末はMj 本の受信アンテナを備えている．全二重通信におけるアップリンク
通信のためのAP群の受信アンテナの合計数をM0とする．全送信アンテナの数を
NTOTAL =

∑NAP

i=1 Ni，全受信アンテナの数をMTOTAL =
(
M0 +

∑NSTA

j=1 Mj

)
と定義

する．j番目の端末に対する送信ストリーム数をNSSjとする．このネットワーク
において，端末 jおよびAPの受信アンテナが受信する信号Yj，Y0は，それぞれ

Yj =

NAP∑
i=1

Hj,i

NSTA∑
l=1

Wi,lsl +Nj, (4.1)

Y0 =

NAP∑
i=1

Gi

NSTA∑
l=1

Wi,lsl +N0, (4.2)

となる．ここで，sj (NSSj × TSymbol) は j 番目の端末への送信ストリーム，Wi,j

(Ni ×NSSj)は i番目のAPから j番目の端末への送信ストリームのアンテナマッピ
ングウェイト行列，Hj,i (Mj ×Ni)は i番目のAPおよび j番目の端末間のダウンス
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図 4.9: MIMOシステムにおけるアンテナアイソレーションの適用困難性

トリーム通信におけるチャネル行列，Nj (Mj × TSymbol)は j番目の端末における
受信信号付加雑音，TSymbolは送信OFDMシンボル数を表す．また，Gi (M0 ×Ni)

は i番目のAPとAP群の受信アンテナ間のチャネル行列，N0 (M0 × 1)はAP群の
受信アンテナにおける受信信号付加雑音である．
チャネル行列Hj,i，Giおよびアンテナマッピングウェイト行列Wi,jは，Hj，G

およびWlはHj =
[
Hj,1 Hj,2 · · · Hj,NAP

]
,G =

[
G1 G2 · · · GNAP

]
，Wl =[

WT
1,l WT

2,l · · · WT
NAP,l

]T
として纏めて表現する．このとき，式（4.1）および

（4.2）の受信信号YjおよびY0は，

Yj = Hj

NSTA∑
l=1

Wlsl +Nj, (4.3)

Y0 = G

NSTA∑
l=1

Wlsl +N0, (4.4)

と表される．ここでWj (NTOTAL ×NSSj)は j 番目の端末への送信ストリーム sj
に対するアンテナマッピングウェイト行列であり，Hj (Mj ×NTOTAL)は全APの
送信アンテナから，全端末およびAPの受信アンテナへのチャネル行列である．
マルチユーザダウンリンク通信および全二重通信を行うためには，式（4.3）およ
び（4.4）において，ユーザ間干渉（IUI：Inter-User Interference）および自己干渉（SI）
項が0とならなければならない．すなわち，以下の式を全ての j (j = 1, 2, · · · , NSTA)



4.2. ヌルビームフォーミングによる自己干渉信号抑制 54

表 4.1: 協調MIMO変数定義

NAP 協調MIMOネットワークにおけるAPの台数
NSTA 協調MIMOネットワークにおける端末の台数
Ni i番目APの送信アンテナ数
Mj j番目 STAの受信アンテナ数
M0 AP群のアップリンク通信受信アンテナ数

NTOTAL 全送信アンテナ数総和
MTOTAL 全受信アンテナ数総和
Yj /Y0 端末 j / AP群の受信アンテナ受信信号

Xi APiの送信アンテナ送信信号
sj 端末 jへの送信ストリーム

Wi,j APiから端末 jへの信号のアンテナマッピングウェイト行列
Hj APiから端末 jへのチャネル行列
G APiからAP群受信アンテナへのチャネル行列

Nj /N0 端末 j / AP群の受信アンテナ受信信号付加雑音

について満足する必要がある．

Hj

NSTA∑
l=1,l ̸=j

Wlsl = 0 (4.5)

G

NSTA∑
l=1

Wlsl = 0 (4.6)

したがって，式（4.5）および（4.6）となるようなアンテナマッピングウェイト行列
Wl (l = 1, 2, · · · , NSTA)を算出し決定することが必要である．このとき，HjWl = 0

(j = 1, 2, · · · , NSTA, j ̸= l)およびGWl = 0を満たす．

4.2.2 アンテナマッピングウェイト行列によるヌルビームフォーミ
ングと JT協調MIMOシステムへの適用

この項では，前項を踏まえ，APが二台，端末が二台で構成されるネットワーク
の場合において，JT協調MIMOにおけるヌルビームフォーミングの手法について
説明する．ネットワーク構成の簡略的構成図は図 4.11の通りである．このとき，式
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図 4.10: ダウンリンクマルチユーザ協調MIMOネットワーク通信の概念図

（4.3）および（4.4）よりAPの受信信号Y0,および端末 1，2の受信信号Y1,Y2は，Y1

Y2

Y0

 =

H1W1s1 H1W2s2
H2W1s1 H2W2s2
GW1s1 GW2s2

+

N1

N2

N0

 . (4.7)

となる．式 4.7においてH1W1s1およびH2W2s2以外に係る項はすべて干渉信号
成分となる．したがって，それらの干渉信号成分を 0とするW1およびW2を決
定しなければならない．すなわち，[

H2

G

]
W1 = 0 (4.8)[

H1

G

]
W2 = 0 (4.9)

を満たすW1，W2である．式（4.8），（4.9）が満たされているとき，干渉信号成分
項が 0となり，APの受信信号Y0,および端末 1，2の受信信号Y1, Y2は式（4.7）
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より， Y1

Y2

Y0

 =

H1W1s1
H2W2s2

0

+

N1

N2

N0

 (4.10)

となる．
ここでは上記アンテナマッピングウェイト行列Wの決定に特異値分解（SVD：

singular value decomposition）によるブロック対角化を利用する．例として，W1は
以下のように決定される．
式（4.8）において，

[
H2

G

]
に対し特異値分解を行うと，

[
H2

G

]
= U1Σ1V

H
1 (4.11)

= U1

[
∆1 0

] [
Vb1 Vn1

]H
(4.12)

= U1

[
∆1 0

] [Vb1H

Vn1H

]
(4.13)

となる．ここで，U1 ((MTOTAL −M1)× (MTOTAL −M1))は (MTOTAL −M1)個
の左特異ベクトルから成るユニタリ行列，V1 (NTOTAL ×NTOTAL)はNTOTAL個の
右特異ベクトルから成るユニタリ行列，∆1 = diag (σ1, σ2, · · · , σMTOTAL−M1)は対
角成分に特異値を σ1 ≥ σ2 ≥ · · · ≥ σMTOTAL−M1 ≥ 0となるように持つ対角行列で
ある．式（4.12）（4.13）中のV1 (NTOTAL ×NTOTAL)は，特異値対角行列の∆1に
対応する右特異ベクトルからなる行列であり，Vn1 (NTOTAL ×M1)は特異値対角
行列の 0に対応する右特異ベクトルからなる行列である．
W1は，この特異値対角行列の 0に対応する右特異ベクトルすなわちヌルベク

トルからなる行列Vn1を設定する (W1 = Vn1)ことで，式（4.8）の関係を満たす．
W2についても同様に算出する．全体のアンテナマッピングウェイト行列Wは，
W =

[
W1 W2

]
である．
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図 4.11: ネットワーク構成の一例

4.3 IEEE 802.11へのヌルビームフォーミング実装
この節では，前節におけるヌルビームフォーミングの手法のより具体的な実施
例として，提案手法を用いた信号生成方法を説明する．次に，アンテナマッピン
グウェイト行列を IEEE 802.11n / ac / axフレームのレガシー部に適用しヌルビー
ムフォーミングを行う方法を説明する．本論文では，例として IEEE 802.11ac規格
を取り上げるが，提案手法は IEEE 802.11n/ac/axおよび IEEE 802.11beにも適用で
きる．前節の式（4.7）～（4.13）に示すように，ヌルビームフォーミングを実行
するアンテナマッピングウェイト行列算出のためには，チャネル行列Hj とGが
必要となる．そのため，APはまずチャネル行列推定のための信号を送信し，受信
した信号からチャネル行列を Ĥjおよび Ĝとして推定する．その後，式（4.11）～
（4.13）の通りヌルベクトルより構成されるアンテナマッピングウェイト行列を決
定したうえで，APは自己干渉を抑制しながら各端末にダウンリンク通信を行う．
ここでは，説明のため例として IEEE 802.11ac規格に準拠した信号を実装例として
挙げる．この規格では，信号はNsubcのサブキャリアでOFDM変調される．以下
の説明においては各要素にサブキャリアインデックス k (k = 1, 2, · · · , Nsubc)が割
り当てられる．
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4.3.1 ヌルビームフォーミングのためのアンテナマッピングウェイ
ト行列と信号生成

推定チャネル行列 Ĝおよび Ĥj を用いてどのように信号を生成するかの仔細を
述べる．AP群から j番目の端末およびAPの受信アンテナへのチャネルについて
の推定チャネル行列 Ĝおよび Ĥjを決定するために，AP群はチャネル推定のため
のパケットを送信する．ここで送信するパケットはプリコードされていないもの
で，ここでは例としてNDP（null data packet）を用いるものとする．チャネル推定
のためには，プリアンブル行列P (

∑
N ×

∑
N)を含む信号送信ストリームとし

て送信する．プリアンブル行列は送信側および受信側双方にて既知であるユニタ
リ行列の信号である．IEEE 802.11acにおいてはVHT-LTF部がこの信号に該当す
る．チャネル推定のためのパケットはプリコードされておらずすなわちアンテナ
マッピングウェイト行列に単位行列が設定されているため，送信信号X1stは次の
ように表される：

X1st =
[
X1st

1
T

X1st
2

T · · · X1st
NAP

T
]T

(4.14)

= CP (4.15)

ここで，Cは非レガシー部の巡回シフトダイバーシチ（CSD：Cyclic Shift Diversity）
行列である．巡回シフトダイバーシチは送信アンテナ毎に同一のトレーニングシン
ボルを時間シフトして多重伝送しダイバーシチ利得を得るために用いられる．こ
のとき，APにおける受信信号Y0は，

Y1st
0 = G1stX1st +N1st

0 (4.16)

= G1stCP+N1st
0 (4.17)

となり，推定チャネル行列 Ĝ1stは，

Ĝ1st = Y1st
0 P−1C−1 (4.18)

= G1st +N1st
0 P−1C−1 (4.19)

= G1st +∆G1st (4.20)

となる．∆G1st = N1st
0 P−1C−1は，真のチャネル行列G1stに対する推定チャネル

行列 Ĝ1stの推定誤差である．j番目の端末における推定チャネル行列 Ĥ1st
j も同様

にして得られる．
次に，上記で推定したチャネル Ĝ1stおよび Ĥ1st

j よりヌルビームフォーミングを
適用する信号を生成する．式（4.11）～（4.13）の通り各ヌルベクトル・行列Vnl

を算出し，W2nd
l = Vnlとしてヌルビームフォーミングを適用するパケットに対

するアンテナマッピングウェイト行列を設定する．各端末への送信ストリームは，
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s2nd =
[
s2nd1

T
s2nd2

T · · · s2ndNSTA

T
]T
であらわされる．このとき，送信信号X2ndは

次の式となる：

X2nd =
[
X2nd

1
T

X2nd
2

T · · · X2nd
NAP

T
]T

(4.21)

=


Vn1

T

Vn2
T

· · ·
Vn NSTA

T


T

Cs2nd (4.22)

= Ĝ1stCs2nd (4.23)

チャネルの状態は時変であるので，チャネル推定時のチャネル行列G1stと，ヌル
ビームフォーミング適用パケット送信時におけるチャネル行列G2ndの差∆G1→2

が，∆G1→2 = G2nd −G1stとして存在する．このときAPの受信信号Y2nd
0 は以下

の式：

Y2nd
0 = G2ndX2nd +N2nd

0 (4.24)

=
(
Ĝ1st −∆G1st +∆G1→2

)
·VnC

2nds1 +N2nd
0

(4.25)

=
(
∆G1→2 −∆G1st

)
·VnC

2nds2nd +N2nd
0 .

(4.26)

となる．式（4.26）第一項は，チャネル推定誤差およびチャネルの時間変化により，
自己干渉信号の残留が生じることを表している．言い換えれば，自己干渉の抑制
量はチャネル推定精度およびチャネルの定常性に依存しているということである．
ここで各サブキャリア kにおける干渉電力雑音電力比（INR：interference-to-noise-
ratio）は，

INR =
∥(∆G1→2 −∆G1st) s2nd∥2

∥N2nd
0 ∥2

(4.27)

全サブキャリアにおける平均干渉電力雑音電力比は

INR =
1

Nsubc

Nsubc∑
k=1

INR (4.28)

となる．
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4.3.2 レガシープリアンブル部へのアンテナマッピングウェイト行
列の適用手法の提案

IEEE 802.11標準において，IEEE 802.11n以降のパケットでは，後方互換性維持
のため，パケット前方にレガシープリアンブルとよばれる信号部が存在する．すな
わち，IEEE 802.11n以前の規格に準拠した装置が，IEEE 802.11n以降の規格に準
拠した信号の存在を検知するために，レガシーブリアンブル部においては，アンテ
ナマッピングウェイト行列が適用されない．IEEE 802.11n規格パケットにおける
HT-SIG部や IEEE 802.11ac規格パケットにおけるVHT-SIG-A部についても同様に
アンテナマッピングウェイト行列が適用されない．したがって，従来の IEEE 802.11
規格においては，レガシープリアンブル部において上記のアンテナマッピングウェ
イト行列による自己干渉抑制が実行できない．ここでは，レガシープリアンブル
部等にアンテナマッピングウェイト行列を適用する場合における従来規格との互
換性を考慮した手法について説明する．以下，例として IEEE 802.11acを取り上
げる．レガシーブリアンブル部およびVHT-SIG-A部（以下，レガシー部）の信号
xLEGは以下のように定義される [12, 16]：

xLEG =
[
x1

T x2
T · · · xNAP

T
]T

(4.29)

= DLEGF
−1PLEG (4.30)

ここで，PLEGはデコードのための PHY層処理とパケット情報の各サブキャリ
アトーンパターンを意味している．DLEGはレガシー部に適用される時間領域CSD
行列である．また，F−1は IFFT行列である．前項 HT・VHT部における CSD行
列 Cとはシフト量等の違いがある．図 4.12に示すように，従来のシステムにお
いてはアンテナマッピングウェイト行列Wlが適用されない．すなわち，式 4.23
を用いてヌルビームフォーミングを実行できない．この図 4.12 [12]は例として，
NSSTOTAL =

∑
j Mj = 2とNTOTAL = 4の場合を示している．

ここで，レガシー部においてHT・VHT部と同様にアンテナマッピングウェイト
行列を適用することを考える．前項において算出したアンテナマッピングウェイ
ト行列Wlを用いてヌルビームをAPの受信アンテナY0に向けるには，アンテナ
マッピングウェイト行列Wlの乗算の前にCSDシフトを適用する必要がある．し
たがって，図 4.13の通り，最初にCSDシフトを適用し，次にアンテナマッピング
ウェイト行列Wlを適用すればよい．ここで，CSDシフトは IFFTの前に適用する
ため，CSD行列はCLEGで表している．CLEGは，DLEGの周波数領域表現である．
また，前述の通りHT・VHT部におけるCとはシフト量が異なる．図 4.13におい
て，送信信号 xLEG−Pは，以下の式となる

xLEG = F−1WnCLEGPLEG. (4.31)
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4.4 実機実験による評価
上記システムの評価を行うため，FPGA（Field Programmable Gate Array）ボー
ドと SDR(Software Defined Radio)カードを用いてシステムを構築し，二つの AP
および一つのユーザから構成されるネットワークの場合における検証を行う．表
4.2，図 4.14および 4.15は，それぞれ検証に用いるシステムの構成機器と構成概略
図，およびその実装機器を表している．表 4.3は本論文における実験条件である．
本論文では，AP2の受信アンテナをマルチユーザ協調MIMO通信におけるAP群
受信アンテナ（自己干渉抑制対象アンテナ），AP1の受信アンテナを信号受信者
（ユーザ）とする．AP1およびAP2は図 4.16に示すような配置とし，図 4.17の屋
内環境で実施する．各アンテナの距離は表 4.4の通りである．

表 4.2: システム概要

Device Model (Manufacturing Company)
FPGA Board ZC706 (Xilinx, Inc.)
SDR Card ADRV9371-W/PCBZ (Analog Devices, Inc.)
Antenna DELTA6C/x/SMAM/S/S/11 (Siretta Ltd)

Signal Generator (SG) SMIQ06B (Rohde & Schwarz USA, Inc.)

表 4.3: 実験条件

Parameter
Value

Channel Estimation Null Beamforming to Self

Frame Format
IEEE 802.11ac IEEE 802.11ac

MCS 0 (4stream, QPSK) 4 (2stream, QPSK)
# of Transmit Antenna 4 (2 + 2)
# of Receiving Antennas 4 4

(Subject to SI cancellation) (None) (2)
Total Transmit Power -12 dBm -

Null Beamforming Target - AP 2 RX : RX0,2,1, RX0,2,2

Center Frequency 5640 MHz
Channel Bandwidth 20 MHz
Weight Matrix Wl Identity Matrix I Vnl
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図 4.14: 実装 Co-MIMO構成図
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図 4.15: 実装 Co-MIMOシステム
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4.4.1 ヌルビームフォーミングによる自己干渉抑制量評価
図 4.14のシステムを利用して，ヌルビームフォーミングによる自己干渉抑制量
の評価および提案システムによるレガシー部まで含めたパケット全体のヌルビー
ムフォーミングの自己干渉抑制が可能であることを確認する．実験の結果として，
各アンテナの送受信信号電力を図 4.18，図 4.19，図 4.20に示す．図左列は送信電
力を，右列は受信電力を表している．図 4.18，図 4.19は，従来システムの通り，レ
ガシー部にはアンテナマッピングウェイト行列の振幅のみを，VHT部には位相を
含めたアンテナマッピングウェイト行列を適用したものである．即ち，レガシー
部受信電力と，VHT部受信電力の差が自己干渉抑制量を表す．
同期が行えていないときには，図 4.18のように，ジョイント送信が正しく行え
ないため，ヌルビームが向かず，結果として自己干渉抑制量も大きく下がる．図
4.18の結果では，自己干渉抑制量が約 5～10 dBとなっている．
一方，AP間において同期がなされている場合，図 4.19のように，約 20 dBの自
己干渉抑制量を確認できる．さらに，図 4.20は，提案手法によりパケット全体に
対してアンテナマッピングウェイト行列を適用した場合の結果である．レガシー
部も含めたパケット全体にわたり約 18～19 dBの自己干渉抑制が行えている．さ
らに，AP1の受信アンテナすなわちユーザ側において，提案手法が適用されたパ
ケットの信号検出および受信，復調が可能であることも確認した．

表 4.4: 各アンテナ中心間距離 dTXn ,RXm (概算値)

dTXn ,RXm

dTX1,1,RX0,1,1 dTX1,2,RX0,1,2

dTX2,1,RX0,2,1 dTX2,2,RX0,2,2

10 cm

dTX1,1,RX0,1,2 dTX1,2,RX0,1,1

dTX2,1,RX0,2,2 dTX2,2,RX0,2,1

20 cm

dTX2,1,RX0,1,2
25 cm

dTX2,1,RX0,1,1
30 cm

dTX1,1,RX0,2,1 dTX1,2,RX0,2,1
40 cm

dTX2,2,RX0,1,1 dTX2,2,RX0,1,2
45 cm

dTX1,1,RX0,2,2 dTX1,2,RX0,2,2
50 cm
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図 4.16: 実験環境：機器配置
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図 4.17: 実験環境：屋内実験環境
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図 4.18: 実験結果：各アンテナ送受信信号電力（VHT部のみにウェイト適用，同
期なし）
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図 4.19: 実験結果：各アンテナ送受信信号電力（VHT部のみにウェイト適用，同
期あり）
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図 4.20: 実験結果：各アンテナ送受信信号電力（パケット全体にウェイト適用，同
期あり）



4.4. 実機実験による評価 71

4.4.2 同期ずれによる自己干渉抑制量低下の評価
協調MIMOシステムのビームフォーミングにおいては 4.1節で述べた通り，NDP
送信時とビームフォーミングパケット送信時の同期誤差の相対差が変化しないこ
と，すなわち，NDP送信時に前章提案手法を利用して時刻同期を行う場合，提案
手法における周波数オフセット推定値を用いてスレーブAP（本論文ではAP2）が
マスタAP（本論文ではAP1）の周波数オフセットへ追従できていることが必要で
ある．3.3.5項では 1ミリ秒当たり追従誤差約 10ナノ秒の精度で周波数オフセット
へ追従可能であることが示された．ここでは，周波数オフセットに対する追従誤差
として，ビームフォーミングパケット送信時の送信タイミングに誤差を付加し，自
己干渉抑制量が低下することを確認する．図 4.21は，上記周波数オフセット追従
誤差対自己干渉抑制量低下量を示している．ここでは前項検証におけるヌルビー
ムフォーミング対象アンテナRX0,2,2について，同期ずれ量が 0であるときの自己
干渉抑制量を基準としての結果を示している．つまり，追従誤差が 10 nsであれば，
自己干渉抑制量低下量が 1 dB以内に抑えられることを表している．
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図 4.21: 周波数オフセット追従誤差対自己干渉抑制量低下量
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4.4.3 実機実験による結果の検討
協調MIMOシステムにおける，全二重無線通信のための自己干渉抑制の各種ア
プローチのうち，MIMOシステムに代表される複数アンテナを利用するシステム
において，各アンテナ間の干渉への対処が著しく困難であるアンテナ干渉キャン
セルにつき要求される自己干渉抑制量である約 20 dBについて，協調MIMOシス
テムのジョイント送信方式を利用するヌルビームフォーミングにより，AP群の特
定の受信アンテナに対して最大で約 20 dBの自己干渉抑制が可能となることを実
装したシステムによる実機実験により確認し，前記アンテナ干渉キャンセル部の，
提案手法による代替が可能であることを示した．一方，本検証において，ヌルビー
ムフォーミングによる自己干渉抑制量は，各AP間の同期が行えていない場合にお
いて，自己干渉抑制量が約 5～10dB程度まで低下することを確認した．
さらに，NDP送信時とビームフォーミングパケット送信時における同期誤差の
相対差，すなわちAP2のAP1に対する周波数オフセット追従誤差と，自己干渉抑
制量の低下について，約 15 ns以下の追従誤差であれば，4.4.1項の結果と併せて
約 20 dBの自己干渉抑制が可能であることが確認できる．3.3.5項においては，提
案手法により 1ミリ秒当たり追従誤差約 10ナノ秒の追従誤差精度が得られる結果
が示されており，本環境では，NDP送信とビームフォーミングパケット送信の間
隔が 1ミリ秒程度であれば，前章提案手法による時刻同期処理を利用して，アン
テナ干渉キャンセルを代替し得る約 20 dBの自己干渉抑制が可能である．

4.5 まとめ
本章では，同期ネットワークの一応用である，協調MIMOシステムにおける全
二重無線通信について，AP側においてアップリンク通信を受信するために自己干
渉抑制が必要であることと，自己干渉抑制手法の各アプローチにつき，とりわけ
アンテナ干渉キャンセルはMIMOシステムへの適用が著しく困難であるという課
題に対し，空間干渉キャンセル手法としてのヌルビームフォーミングの適用によ
る代替手法を示した．また，従来 IEEE 802.11標準準拠システムにおいては，パ
ケットのレガシー部に対するアンテナマッピングウェイト行列の適用が不可能で
あるため，既存システムとの互換性が極力維持可能されるヌルビームフォーミン
グ適用法について提案した．さらに，SDRおよび FPGAを利用した実機実験によ
り，AP間の時刻同期がなされない場合には協調MIMOにおけるジョイント送信
が行えず，ヌルビームが対象アンテナに向かなくなり自己干渉抑制ができなくな
ることを確認し，協調MIMOシステムにおける時刻同期の必要性を示した．一方，
AP間の時刻同期がされている場合には，IEEE 802.11ac規格準拠パケットにおい
て最大で約 20 dB程度の自己干渉抑制が可能であることを確認した．さらに，レ
ガシープリアンブルについてのウェイト適用に係る提案手法により，パケット全体
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に亘りヌルビームフォーミングを適用できることも併せて確認した．加えて，協調
MIMOシステムにおける信号送信の時刻同期の概要と，前章で確認された同期誤
差・追従誤差精度によって，協調MIMOシステムにおける全二重無線通信のため
のヌルビームフォーミングが可能であることを示した．本論文では協調MIMOシ
ステムの最低限構成として二つのAPを利用する検証を示したが，より多くのAP
を利用した協調MIMOシステムAP群の拡張や，[31]のような全二重無線通信の
ための上位層プロトコルの検討が今後の課題である．
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第5章 結論

本論文では，アクセスポイントおよび接続端末数の増加する無線ネットワーク
環境下において，低通信量かつ高精度な時刻同期を行う手法を示し，その有効性
について計算機シミュレーションおよび実験により検証した．また，装置間時刻同
期の応用として，端末数の増加に伴う周波数資源逼迫へ対応する全二重無線通信
の実装可能性についての検討を行った．本論文で得られた成果を以下にまとめる．
第 2章では，IEEE 802.11無線 LANネットワークにおける時刻同期への要求と，
既存時刻同期手法の概要および課題点について示した．
第 3章では，既存手法の一であるRSPおよびRBSをベースとした時刻同期手法
について述べた．また，通常最小二乗法による近似直線算出において説明変数の
組を同一にする，すなわち算出に用いる取得パケットの組を揃えること，および，
信号送信時刻と比較して信号受信時刻の精度が，提案手法における同期精度へ大
きく寄与する要素であることを，同期手法原理で説明し，計算機シミュレーション
により確認した．IEEE 802.11ネットワークの実環境においては，前記取得パケッ
ト情報交換について，全パケット取得検出時同期方式として，算出パケットシー
ケンス番号等の事前取り決め等により，明示的な情報交換のための通信が不要な
方式も示している．また，上記信号受信時刻情報取得について，現在における一
般的実装である STF相互相関値によるタイミング同期すなわち受信時刻の決定に
加え，本論文における時刻同期システムにおいては LTF相互相関値による受信時
刻決定が利用できることを示し，受信時刻情報の高精度化が図れることを確認し
た．また，特に LTF相互相関値を利用する場合においては，最大誤差約 150 nsの
サブマイクロ秒級時刻同期が行えることを実験により確認した．さらに，提案手
法により，1ミリ秒当たり約 10ナノ秒の誤差精度でる周波数オフセットへの追従
が行えることを確認した．従来手法のRBSに対して，提案手法の採用により，例
えば平均化区間を 10秒とする場合，標準的なビーコン間隔 100 msの環境下では，
同期に係る消費電力において，受信のための消費電力についてはパワーセービン
グ機能により最大で 100分の 1程度，マスタの送信データ量については 100分の 1
まで削減可能である．
第 4章では，同期ネットワークの一応用である，協調MIMOシステムについて，
ビームフォーミング等の AP間協調動作のために時刻同期が必要であることを示
し，とりわけマスタへの周波数オフセット追従誤差が重要な要素であることを示
した．また，協調MIMOシステムにおける全二重無線通信について，自己干渉抑
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制が必要であることと，自己干渉抑制手法の各アプローチにつき，とりわけアン
テナ干渉キャンセルはMIMOシステムへの適用が著しく困難であるという課題に
対し，空間干渉キャンセル手法としてのヌルビームフォーミングの適用による前
記アンテナ干渉キャンセルシステムの代替可能性について述べ，実験によりその
評価を行った．また，ヌルビームフォーミングの適用について，従来 IEEE 802.11
標準準拠システムにおいては，パケットのレガシー部に対するアンテナマッピン
グウェイト行列の適用が不可能であるため，既存システムとの互換性を極力維持
可能なヌルビームフォーミング適用法について提案した．SDRおよび FPGAを用
いた実機実験において，AP間の同期が行えていないときには，協調MIMOにお
けるジョイント送信が行えず，ヌルビームが対象アンテナに向かなくなり自己干
渉抑制ができないことを確認した．また，AP間が同期されている場合には，ヌル
ビームフォーミングによる最大自己干渉抑制量は約 20 dBを確認し，上記アンテ
ナ干渉キャンセルの代替可能性および協調MIMOシステムにおけるAP間の同期
の必要性を示すことができた．また，提案手法により，パケット全体に亘りヌル
ビームフォーミングを適用できることも併せて確認した．さらに，周波数オフセッ
ト追従誤差対自己干渉抑制量低下量の評価を実機実験により確認し，第 3章で述
べた提案手法による時刻同期と周波数オフセット追従によって，協調MIMOシス
テムにおける全二重無線通信のためのヌルビームフォーミングによる自己干渉抑
制が可能であることを示した．一方，本検証に用いたシステムでは，機材の制約
上，規格および法令上許容される空中線電力を下回る送信電力で検証を行ったが，
送信電力を増加させれば信号雑音比も改善されるため，より精度のよいチャネル
情報が取得でき，結果として自己干渉抑制量も本検証の結果より向上させること
ができる．
今後の課題は以下の通りである．まず，装置間時刻同期について，提案手法を
適用する場合において同期誤差は信号受信時刻精度が支配的であることを示した
が，この信号受信時刻取得精度の向上が挙げられる．特に，現在一般的に利用さ
れる，STFの自己・相互相関値と閾値を用いる手法に加え，既存システムにおいて
も取得可能な，CSI情報による受信時刻情報の補正は，ソフトウェアおよびファー
ムウェアの改修による既存システムへの適用と実装も容易であると思われる．ま
た，全二重無線通信について，本論文中で例示したAPが二つのネットワークのみ
ならず，より多くのAPを協調させた大規模協調MIMOネットワークにおける検
証や，現在の半二重通信を前提とした上位プロトコルの，全二重化のための変更
と改善点の検討および構築が必要となる．
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